
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

高知県 四万十町高知県 四万十町高知県 四万十町高知県 四万十町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

20,532
642.06

13,460,371
13,140,254

194,104

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.23][0.23][0.23][0.23]

類似団体内順位

[ 16/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

0.260.260.260.26
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類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.23

四万十町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [92.3%][92.3%][92.3%][92.3%]

類似団体内順位

[ 6/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

94.294.294.294.2

(%)
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[179179179179,,,,734734734734円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 14/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

126,634126,634126,634126,634

(円)
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [92.7][92.7][92.7][92.7]

類似団体内順位

[ 8/17 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[13131313....54545454人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 13/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

12.2612.2612.2612.26

(人)
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18.89

5.70

8.88

13.54

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [16.8%][16.8%][16.8%][16.8%]

類似団体内順位

[ 7/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

18.418.418.418.4

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[988988988988,,,,815815815815円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 15/17 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均高知県市町村平均

749,334749,334749,334749,334

(円)
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0
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

四万十町四万十町四万十町四万十町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【【【【財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数】】】】
　元来、脆弱な財政基盤で地方交付税への依存体質である本町は、類似団体平均を大きく下回っており、今後も人口減や
高齢化などにより税収増は期待できず、地方交付税等の影響を大きく受けやすい。今後は、歳出の更なる削減と税収の徴
収率向上対策を中心とする歳入確保に努める。
【【【【経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率】】】】
　歳出における経常的経費充当一般財源において、退職者不補充等による人件費、前年度ピークを迎えた公債費、合併後
の事務事業などの見直しによる物件費等でそれぞれ減少し、歳出全体で0.7％の減となった。歳入経常一般財源において
は、地方税の増額以上の地方譲与税や地方交付税などの減少により全体で1.4％の減となり、経常収支比率の対前年度比
で0.2ポイントの減少にとどまった。類似団体のほぼ平均値であり、今後も行財政改革の実行を通じて経常経費の削減を図
るとともに、新たなニーズに対応できる基盤づくりを目指す。
【【【【給与水準給与水準給与水準給与水準・・・・定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度】】】】
　給与水準においては、類似団体平均を下回っており適正域を維持していると思われるが、広大な面積を有し集落が点在し
ているため、本庁及び総合支所でそれぞれ担当職員を配置していることなどから、職員数は類似団体平均を上回っており、
今後は組織・機構の見直し等による定員管理の適正化を図る必要がある。

【【【【地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高とととと実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率】】】】
　前年度に地方債償還のピークを迎えた公債費では1億円余の減少により4.3％減となったが、平成19年度末地方債残高は
203億余にも上り、類似団体平均を大きく上回っている。今後は減少傾向にあるものの、ケーブルシステム整備事業などの大
型プロジェクト事業の影響から減少幅は小さくなるため、公債費は依然高水準を推移していく予定であり、平成20・21年度の政
府資金補償金免除繰上償還制度の有効な活用を図る必要がある。
　実質公債費比率においては、対前年度比0.3ポイント上昇の16.8となり、平成20年度にピークを迎える予定である。過疎債等
による有利な地方債の影響などから、残高に対する交付税算入は70.5％を占め、現在では健全化域ではあるが、今後も事業
の徹底した厳選と新規発行の抑制による公債費の縮小に努め、財政硬直化の解消を目指す。
【【【【そのそのそのその他他他他】】】】
　実質の合併2年度目を迎えた平成19年度は、合併後のスケールメリットを最大限引き出し、新たな行財政改革の実行初年度
として歳出削減を目標とした。財源不足に対応する基金取り崩しも必要とせず歳出決算では対前年度比7億3,172万円、5.3％
の減となった。今後も、人口減少や高齢化により地方税収入の伸びも期待できず、国の動向にで左右される地方交付税の依
存体質である本町では、行財政改革の着実な実行と高水準である公債費負担の適正化などに努め、将来を見据えた健全な
財政基盤づくりが必要である。


